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研究成果の概要（和文）：本取り組み「紛争国における政治的・外交的肝要育成のための民族融和教育手法の確立」は
、現代の紛争の主たる特徴である民族対立の解決手段としての民族融和の有り様に関する比較研究を行い、その成果に
もとづいて政治的・外交的寛容度を高めることを目的とし民族融和のための大学教育モジュールを開発することを目指
した、紛争学と教育学の融合的研究である。
　国内の諸民族対立を抱えるインドとパキスタンを主な研究対象地域としたが、比較研究のために他アジア諸国の事例
も研究対象とし、アジア全体を対象とした民族融和のための大学教育モジュール開発の可能性を模索した。

研究成果の概要（英文）：This study "Research Project on Communal Harmony Education Methods Conducive to Po
litical and Diplomatic Tolerance" aimed at developing the educational methods to nurture political/diploma
tic tolerance based on the comparative research on communal harmony in Asian region. Communal harmony is t
he crucial element to resolve an ethnic conflict in the contemporary world. This is cross-disciplinary res
earch between the peace and conflict studies and education.
The prioritized area was on India and Pakistan, both embracing internal as well as inter-country conflict.
 To develop the Asian-focused educational methods, other Asian countries are also involved in this researc
h project.
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１．研究開始当初の背景 
 インドとパキスタンは 1947 年の独立以来、
カシミール地方の領有をめぐって、第 1 次印
パ戦争(1947 年)、第 2 次印パ戦争(1965 年)、
第 3 次印パ戦争(1971 年)と戦火を交えて来た。
ソ連によるアフガニスタン侵攻(1979 年)の際
には、パキスタンはアメリカにより経済・軍
事支援を強化され、対ソ連戦闘の前線となる
が、ソ連軍の撤退後カシミールが再び 2 国間
においての争点となり、アフガニスタンの民
兵のカシミール係争地への移動及びインド
に対しての越境テロの影響で、インドが軍事
介入を強化し、一般市民への被害が増大した。
こうした背景のもとに、カシミール問題は
9-11 事件(2001 年)以降、対テロ戦の文脈の中
で国際問題として認識され、2 カ国間の領土
の問題から住民の人権の問題へと論点が移
りつつある。また、当問題の根源がイスラム
社会とヒンドゥ社会の相克にも起因するこ
とから、宗教コミュニティ間の問題の考察が
喫緊の課題である。 
 民族融和の問題は、当該地域だけでなくバ
ルカン半島などにも見られるように、世界の
紛争解決の鍵の一つである。インドにおいて
の例としては、伊勢崎のインドのスラムにて
の過去の活動実績により、スラム住民層がい
かに対立を根源とした暴力に対する政治的
扇動に脆弱であるか、またそのコミュニティ
レベルの対立構造が過激派組織に利用され、
テロリズムの土壌となり、いかに外交レベル
にまで影響を及ぼし得るかが観察された。現
在の対テロ戦の文脈においても、国内の民族
対立が越境テロに影響することから、国家間
の対立解決にとって国内の民族融和は非常
に重要な影響がある。また、民族融和の考察
の上で取り上げるべき政治的寛容について、
過去に社会学、政治思想の観点などからの研
究はなされているが、9-11 事件以降の平和構
築学の文脈において十分な研究がなされて
いるとは言い難い。 
 民族融和のための研究及び教育手法の確
立は、行動社会学（Social Work Studies）の分
野において各国内のコミュニティレベルで
開発・運用されており、コミュニティの対立
解決・調和に役立っている実績があるが、複
数国間、特に対立しているインドとパキスタ
ンでの共同研究開発がなされた実績は見ら
れない。更に、コミュニティレベルの過激
化・急進化が外交レベルのテロに結びつくと
いう研究においても、十分に実証がなされて
きているとは言えない。他方、本学にて過去
6 年間実施されてきた、アジア地域の紛争経
験国 5 カ国 5 大学の共同研究・教育ネットワ
ーク「グローバル・キャンパスプログラム」
は、平和構築・紛争予防分野における国際的
な共同研究と教育実践を連関させる教育事
業であるが、ここでは異なる国家における国
内外の研究者が各国の紛争に関する研究と
教育実践に同時に携わることで、紛争当事者
間に政治的・外交的寛容性が生まれることが

観察された。国際的な共同研究と教育の実践
を相互連関的に行うことが民族融和研究の
重要な鍵となることが経験的に実証された
のである。その実証結果をもとに、紛争国間
で実施する民族融和支援の研究及び教育手
法構築の取り組みが肝要であるとの着想に
至った。 
２．研究の目的 
 このようなインド、パキスタンなど、アジ
ア紛争経験諸国の研究者同士の交流を通し
た国際的な共同取り組みにより、各国コミュ
ニティレベルでの民族対立及び融和の現状
を分析・解明し、民族融和支援の一助となる
大学教育モジュールの開発を行うこととし
た。教育モジュールの試行・評価の基盤とし
ては、前出のグローバル・キャンパスプログ
ラムの大学ネットワーク基盤を活用した。加
えて、外交官や軍幹部を養成する教育機関、
外交的決定に影響を及ぼす研究機関にも研
究ネットワークを拡大し、設定した評価手法
に基づき大学教育の民族融和に与える影響
を検証、分析することにより、平和構築に貢
献する教育手法のありかたを模索すること
を目的とした。 
３．研究の方法 
(1) 民族融和に関するフィールド研究
①コミュニティレベルにおいての民族対立
の現状を把握し、対立発生の原因、過程を分
析し、融和手法を解明し、それらの比較研究
を国家間で実施する。インド、パキスタンを
主たる対象とし、国外の研究協力者の協力を
得てスラムまたは農村コミュニティにてフ
ィールド調査を行う。 
②コミュニティレベルでの対立の過激化・急
進化が、外交レベルのテロに結びつくという
可能性及び傾向を、コミュニティでのフィー
ルド研究を元にし、調査する。 
(2) 民族融和のための支援手法の研究 
インド、パキスタンの大学機関において研究
蓄積のある行動社会学分野の中のトレラン
ス・ビルディング手法を中心とした民族融和
支援のカリキュラムを体系立てて分析し、国
家間比較を行う。 
(3) 大学教育モジュール、授業の評価、
検証とそれが民族融和に与える影響の調査 
上記 1 及び 2 の比較研究を元に、2 か国に加
えてアフガニスタン、インドネシア、カンボ
ジア、スリランカと共同で、カリキュラム開
発、複数国間で授業を実践し、その評価と検
証を行う。カリキュラム開発においては、全
諸国で共通の基盤となりうるモジュール及
び各国のケースに特化された追加的モジュ
ールの二種類を研究開発し、それがいかに民
族融和に影響を与えるかの調査を行う。また、
授業の実施方法としては各国内で実施する
授業と、参画校を国際的に横断する授業を実
施する。国際的な授業においては、具体的に
はグローバル・キャンパスで実施してきた 5
カ国間での同期ビデオ会議システム及びウ
ェブサイトを学習のツールとし、学生の事



前・事後のアンケート及びストーリーテリン
グ手法も含めたインタビューにより、その手
法の効果を評価する。これらの実践を通じて、
いかなる教育の国際化が平和構築に貢献す
るかを明らかにする。 
４．研究成果 
(1) 民族融和に関するフィールド研究 
インド・ボンベイ大学およびインドとパキ
スタンの係争地であるカシミールのインド
側に位置するイスラム工科大学をフィール
ド調査拠点とし、コミュニティの状況と民
族融和政策、理論及び実施プロジェクトの
調査を実施した。 
(2) 民族融和のための支援手法の研究 
上記 2 校に加え、パキスタン側のフィールド
研究拠点校を選出した。イスラマバードのカ
イデアザム大学、パキスタン側のカシミール
のアザッド・ジャンム＆カシミール大学を拠
点とし、各大学の研究協力者の協力を得なが
ら民族融和支援のカリキュラム分析調査を
実施、カリキュラムを開発した。 
(3) 大学教育モジュール、授業の評価、検証
とそれが民族融和に与える影響の調査 
上記 4 大学に加え、既存のグローバル・キャ
ンパスプログラムの提携校、アフガニスタ
ン：カブール大学、カンボジア：パニャサ
ストラ大学、インドネシア：ガジャマダ大
学、スリランカ：ペラデニヤ大学を対象校
とし、大学教育モジュールを実施した。授
業の評価・検証のために評価手法を確立し、
教授陣や学生からアンケートとインタビュ
ーにより意見聴取を実施しながら評価結果
を分析した。結果、開発された大学教育モ
ジュール実施により、参加者における民族
融和のために鍵となる寛容度の向上が観察
された。 
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